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ネットワーク統合制御システム標準化等推進事業

■ 住宅・職場・工場・公共施設、車等の様々な分野において、ネットワークに接続された情報通信端末等の使用状況等の情報を検知・計測

して統合的に制御するシステム（ネットワーク統合制御システム）の研究開発が進展。

■ 目に見えるＣＯ２削減効果を得るためには、このようなシステムの普及の加速が不可欠。

■ このため、ネットワーク統合制御システムの基盤となるＩＣＴの標準化を促進し、費用負担の低減と、その普及を促進。

■ システム基盤に係る通信規格については、２０１０年を目途にＩＴＵ（国際電気通信連合）に提案予定。

システム
Ａ

システム
Ｂ

システム
Ｃ

システムごとに機能・基盤開発
☞ 費用負担が増大

基盤技術
●ネットワークによって接続された多数の端末から「情報を収集」

●その情報によって、ネットワークを通じて接続された「機器を制御」

■ＥＵ

【欧州委員会】

・通信機能を持つ機器の省エネ技
術基準の検討開始
・2011年2月レポートとりまとめ予定

■米国

【NIST（国立標準技術研究所）】

・環境負荷の軽減に資するデバイ
ス間の通信に係るプロトコル、通信
方式等を公表
・2010年には標準に適合する機器
の試験・認証を開始予定

【FCC（連邦通信委員会）】

・環境負荷の軽減に資する通信技
術等について意見募集開始
・2010年2月とりまとめ予定

諸外国の動向

政府による標準化の動き
（２００９年）

IEEE、HomeGrid Forum、
Zigbee Alliance 等

業界団体等の独自の動き

職場

住宅

公共施設

計器Ａ

計器B

計器C

システム
ビル管理システム

ホームネットワーク

公共施設

計器

計器

計器

標準化・規格化
☞ システムの量産化・費用負担の低減を実現



環境負荷軽減型地域ＩＣＴシステム基盤確立事業

環境クラウド

IPv6ネットワーク

データセンター データセンター

監視・制御センター

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

サーバ サーバ

ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

サーバ サーバ

宅内ネットワーク

近隣ネットワーク

環境に優しい街づくりを支援するため、最先端のＩＣＴを利用し、地域特性に合わせたＩＣＴシステム基盤を
構築・実証する。これにより、環境負荷軽減のために必要な通信の技術基準を確立し、地域資源（グリーン
エネルギー等）の生産と消費の最適化（地産地消）を推進する。

環境クラウドにおけるセキュリティの課題につ
いて検証

環境クラウドにおけるデータの管理・保護のあ
り方を検証

地域の特性に合ったネットワークの組合せを検証

必要な技術基準の確立

実証項目（例）

地域で利用可能な周波数帯（ホワイトスペース）を
用いた実証

広域ネットワーク



「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン」の普及促進 ①

電気通信事業者団体等５団体による、「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン協議会」が、電気通信事業者が省電力の観点から装置やデータ
センターサービスの「調達基準」を策定できるよう「評価基準」を示すとともに、各事業者が適切にＣＯ２排出削減に取り組んでいる旨を表示できるよ
う基準を示す「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン」を平成22年2月に策定。

電気通信事業者への調達基準の策定及びエコICTマークの使用、ICT機器ベンダー及びデータセンター事業者への協議会ＨＰへの測定結果の掲
載を働きかけ、本ガイドラインの普及を促進する。



「ＩＣＴ分野におけるエコロジーガイドライン」の普及促進 ②



家庭内の情報通信機器の
電力使用量を削減

オフィス用を含む汎用ルータの
電力使用量を削減（※）

※通信事業者の大規模ルータへの適用も可能

通信事業者の大規模ルータの
電力使用量を削減

通信事業者のネットワーク全体の
最適制御によって電力使用量
を削減

通信事業者用設備から家庭内設備まで
トータルで省電力化を実現

超高速光エッジノード技術

ネットワークノード高速化・
省電力化技術

低消費電力ブロードバンド
機器構成技術

クラウドサービスを支える
高信頼・省電力ネットワーク
制御技術

主な適用対象技 術

スリープ中のネットワーク

通信事業者の全国ネットワーク

通信量に応じて使用するルータ数を制御

さらに、独創的な技術の公募を行い、ＣＯ２排出量削減を
可能とする新たなＩＣＴシステム化技術を発掘 家庭 オフィスビル

「Green of ICT」関連研究開発



「Green by ICT」関連施策

家計の収支

ＣＯ２排出量

購買行動からＣＯ２

排出量を自動的に
計算する「環境家計簿」

交通渋滞の削減に資する
効率的な交通情報収集・

配信 （ＩＴＳ）

家電機器の電力消費量・
ＣＯ２排出量のモニタリング

テレワークの推進

環境負荷低減につながる
構内の機器制御

スマートグリッド

住宅

小売店

オフィス

工場

交通

関連施策

● ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳやＩＴＳ等の
分野を中心に、ＩＣＴによるグ
リーン化のモデルを確立

● ＩＣＴによる省エネ効果の「見
える化」を推進

● センサー情報を基に様々な
機器等の制御が可能なＩＰｖ６
センサーネットワークシステム
の研究開発・国際標準化等を
推進

等



ネットワーク技術を活用した広域施設管理の効率化

IPv6ネットワーク技術を活用した大都市環境計測及び統合施設管理システム

気象センサとの
連動による都市
施設（学校及び
公民館）の設備
制御

メーカや技術
方式が異なる
センサの設備
の統合管理

IPv6インター
ネット技術の
活用

分かりやすく、
「見える化」さ
れた形での
フィードバック

都市環境において、効率的な施設管理や省エネを実現



各種社会システムの
ＩＣＴによる
高度化・効率化

政府開発援助（ＯＤＡ）
官民パートナーシップ（ＰＰＰ）

ＢＲＩＣｓから
ＢＯＰ、世界へ

交通

保健

物流

教育

世界展開で効果が期待できるインフラ分野の例

社会インフラシステムのグローバル展開について

上下水道

統合開発
相互運用性
標準化の協働展開
強力なリーダーシップ

インフラ＋ＩＣＴ
個別に優位な技術
人材、知識、資金

出典：三菱総合研究所作成資料に基づき、総務省作成



環境・資源管理分野

ＩＣＴを組み込んだ次世代インフラシステムの具体例

防災分野

物流分野

交通分野



アジア地域等におけるワイヤレスシステムの国際展開の推進（例：防災無線）

防災無線に関するワイヤレス技術の開発や標準化等をアジアの関係諸国と連携・共同して進め、これらワイヤレスシステムを
関係諸国に導入することにより、アジアにおける安心・安全や環境負荷低減を実現する。

１ 【実績】 ASTAP提案のAPT勧告（2007）→アジア標準の策定
「災害救援及び早期警戒のための無線通信システム」

-同報系システム（60MHz帯 市町村デジタル防災行政無線システム）

-基幹系システム（260MHz帯 都道府県デジタル総合通信システム及び固定マイクロ回線）

-衛星系システム（Ku帯 LASCOM）

２ 【現状】 世界的な大型災害の頻発
→ 国際的な取組体制の必要性

◇ 日・ASEAN情報通信大臣会合（2009.10） 「作業計画2009-2010」

◇ ＡＰＴ大臣級会合（2009.11） 「バリ行動計画」

３ アジアの多様性に応じた防災無線システムの確立

2004.12 
スマトラ沖地震

2008.5 四川大地震、
2009.2  豪州森林火災
2009.9 サモア沖地震
2010.2 チリ大地震 等

ＡＰＴﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
（2010.7 豪州）

ＡＰＴ研修制度
（2010.9-10日本）

ＡＰＴ共同研究
/ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

防災無線に関するワイヤレスシステム技術の標準化を進めるため、以下の方針を踏まえ、アジア諸国
との連携を積極的に推進する。

① 【人づくり】防災分野のICT利活用に関する人材育成

② 【情報共有】アジア地域内の各国・地域間において防災分野
の情報を継続的かつ双方向の形で共有

③ 【ｲﾝﾌﾗ整備】アジアの多様性に応じた防災ICTｲﾝﾌﾗ整備

④ 【関係機関の連携】各国の防災機関・国際機関との連携協力
（ASTAP、AWF、ITU-R/ITU-D 等）

ＡＰＥＣ電気通信・情報産業大臣会
合（2010.10）

新たな支援
施策の検討

日･ASEAN情報通信大臣会合
（2010.12）

ＡＰＥＣ大臣級会合
（2010.12）

取組成果の反映



「ユビキタス特区」においてこれまで蓄積してきた実証実験・モデル事業ノウハウや知見を
アジアへ国際展開。ユビキタス技術の導入が促進されるよう、特定の地域を決めたモデル
事業等による技術普及を促進。

ユビキタス物流

ユビキタス健康サービス

次世代ワンセグ放送

携帯端末の世界展開

ユビキタス観光立国

ユビキタス技術

ユビキタス港湾

ユビキタス健康サービスイベントへの参加

モデル事業

資料の紹介

「アジアユビキタス特区（仮称）」のイメージ

利用者ニーズに配慮した
ソリューションを相手国
と協力して実施すること
が大切

アジアに展開

韓国：u-City政策、中国：物聯網（感知中国）

他国におけるＩＣＴ政策の例



○ブラジル： ２００６年６月２９日 日本方式採用決定
２００７年１２月 放送開始

○ペルー ： ２００９年４月２３日 日本方式採用決定
２０１０年３月３０日 放送開始

○アルゼンチン： ２００９年８月２８日 日本方式採用決定

○チリ： ２００９年９月１４日 日本方式採用決定

○ベネズエラ： ２００９年１０月６日 日本方式採用決定

○エクアドル： ２０１０年３月２６日 日本方式採用決定

ペルー
【日本方式採用】

エクアドル
【日本方式採用】

ベネズエラ
【日本方式採用】

ブラジル
【日本方式採用】

チリ
【日本方式採用】

アルゼンチン
【日本方式採用】

1,645万人

3,910万人

1,340万人

2,790万人

2,700万人

1億8,390万人

フィリピン
8,857 万人

※赤字は各国人口

ボリビア
1,002万人

パラグアイ
610万人

(2010年4月)

日本方式の採用決定国

ブラジルに続き、ペルー、アルゼンチン、チリ、ベネズエラ、エクアドルの日本方式採用決定は、南米
諸国の日本方式採用決定を後押しするものと期待される。（南米の人口約８０％をカバー）

コロンビア
【欧州方式採用】

ウルグアイ
【欧州方式採用】

4,560万人

332万人

デジタル放送日本方式海外普及の現状

ISDB-Tインターナショナルフォーラムの開催

（左からアルゼンチン サラス通信庁長官、ブラジル コスタ通信大臣、
原口総務大臣、ペルー コルネホ運輸通信大臣、チリ コルタサル運輸通信大臣）

2009年9月21日にペルー・リマにおいて、
日本方式（ISDB-T方式）採用国が一堂に
会し、ISDB-Tインターナショナフォーラム

を開催。日本からは原口総務大臣が出
席。
ISDB-T方式の更なる普及・発展に各国
が協働していくことなどを盛り込んだ
「リマ宣言」に署名。



地上デジタル放送日本方式の国際展開に関する国内連携会合

・放送事業者、メーカ、関係省庁（経済産業省、外務省）、ＡＲＩＢ，ＪＢＩＣ、ＪＩＣＡ, JETRO等で構成。
・現地へのミッション派遣、セミナー開催、試験放送等の具体的な活動展開とともに、ＩＳＤＢ－Ｔインターナショナルフォー
ラムや各国との作業部会対応、採用国支援、日系企業進出、国際展開（南米、アジア、アフリカ等）に関する連絡・必
要な情報の交換。

・担当事務局：国際経済課・放送技術課

各国との共同作業部会
（採用国との２国間会合）

日本ーブラジル 日本ーペルー

日本ーアルゼンチン 日本ーベネズエラ

日本ーチリ

ＩＳＤＢ－Ｔ
インターナショナルフォーラム

ＩＳＤＢ－Ｔ採用国間の国際会合
日本側事務局：国際経済課・放送技術課

ISDB-T採用国への
その他支援

及び
さらなる採用国拡
大に向けた対応等

国
内
連
絡
体
制

国
際
会
合

対応 対応 対応

日本ーエクアドル

地上デジタル放送日本方式の国際展開に関する国内連携について



ＩＣＴグローバル・コンソーシアムの構築

国

グローバル展開支援コンソーシアム

戦略的地域・国

人的交流

サービス・技術の展開

国内ベンダ
等

支援依頼

支援

政策支援

民間企業

協力

○ 我が国ＩＣＴ産業のグローバル展開のためには、ＩＣＴ関連企業の総合力を結集し、製品「単品」ではなく「サービス」とし
て展開することが必要。

○ このため、グローバル展開のためのコンソーシアムを組織し、例えば以下の事業を実施。
－海外展開に必要な要素（相手国情報、製品・技術、マネジメントスキル等）のコーディネート
－海外展開支援（実証実験、スペックイン活動、セミナー）
－相手国との人材交流サポート 等

○ これらの事業を通じて、コンテンツ事業者、メーカー等を含む幅広いＩＣＴ関連企業によるグローバル展開を幅広く支援。

・通信キャリア
・商社
・コンサル 等



言語・知識グリッドの構築

国際競争力を継続的に維持・強化するためには、技術力の向上とともに海外諸国との共生を図ることが必要。
そのため、多種多様な言語・知識情報を有効に活用していくことが極めて重要。

翻訳技術及び知識創成技術※を融合し、ネットワーク基盤の上に「言語・知識グリッド」を構築

①各国への参加呼びかけ（APEC会合の場等を活用、東アジア共同体構想への盛り込み等）
②研究開発の推進（翻訳・知識創成技術の更なる強化）

(1) 国際競争力の強化
(2) グローバルな社会問題の解決

●我が国では、言語の壁を越える自動翻訳技術の研究
開発を実施。情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）や京都大学
により、複数の言語間をつなぐ言語グリッドの開発・運
用を行いつつ、海外の機関に参加を呼びかけ
（１７カ国１１８グループが参加）。

●また、発信される情報量も急激に拡大している状況の
下、ネットワークを活用して、世界各国に分散する知識
を共用するメカニズムが重要。

<農業> 作物の栽培、病虫害の予防

<医療> 各国の風土病の予防・治療、伝染病の初期診断
<教育> 外国語習得、遠隔教育

<防災> 各種災害の未然防止、災害ハザードマップ作成

形態
解析

機械
翻訳

対訳
辞書

形態
解析

機械
翻訳

対訳
辞書

専門
辞書

形態
解析

機械
翻訳

対訳
辞書

専門
辞書

形態
解析

機械
翻訳

対訳
辞書

専門
辞書

・・・他国に展開

日本語 韓国語 中国語 タイ語

ネットワーク

専門
辞書

・・・多分野に展開
＜言語グリッド上で言語資源を共有している機関＞
ＮＩＣＴ※、国立情報学研究所、ＮＴＴ、ｱｼﾞｱ防災ｾﾝﾀｰ（日本）
韓国国民大学（韓国）、中国科学院（中国）
タイ国立研究所（タイ）、ﾄﾞｲﾂ人工知能研究所、ｼｭﾂｯﾄｶﾞﾙﾄ大学（ドイツ）
ｲﾀﾘｱ国立研究所（ｲﾀﾘｱ）、ﾌﾟﾘﾝｽﾄﾝ大学、ｸﾞｰｸﾞﾙ（米）

※他に国外研究機関と翻訳技術で連携

※情報を分析・融合して新たな知識を創り出す技術

防災 教育 医療

医療受付翻訳多言語
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

多言語情報共有

複数分野の知識情報

複数言語の情報
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